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表紙Ｂ

上記事項は、法令及び当社定款第17条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいた

だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

2024年５月31日

株主各位

第99回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

①連結注記表………………………………１頁

②個別注記表………………………………18頁
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連結注記表

連結注記表
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記］

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　99社

①主要な連結子会社の名称

　マテリアルエコリファイン㈱、小名浜製錬㈱、インドネシア・カパー・スメルティング社、ルバタ社、三菱電

線工業㈱、㈱ＭＯＬＤＩＮＯ、米国三菱マテリアル社、ＭＭＣハルトメタル社、三菱マテリアルテクノ㈱、三菱

マテリアルトレーディング㈱

②連結の範囲の異動

　当連結会計年度より、連結子会社である三菱マテリアルＩＴソリューションズ㈱（旧㈱マテリアルビジネスサ

ポート）から管理業務受託事業を事業譲渡により承継し重要性が増したため、㈱マテリアルビジネスサポート

（旧ＭＢＳ準備㈱）を連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

　安比地熱㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用非連結子会社の数　0社

(2) 持分法適用関連会社の数　12社

①主要な会社の名称

　マントベルデ社、湯沢地熱㈱、エルエムサンパワー㈱、グリーンサイクル㈱、ＵＢＥ三菱セメント㈱

②持分法適用の範囲の異動

　当連結会計年度において、該当事項はありません。

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称

　小名浜吉野石膏㈱

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(4) 持分法適用手続に関する特記事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用

しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社は２社ですが、連結計算書類の作成にあたっては、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　その連結子会社は以下のとおりです。

決算日　12月31日

ＭＭカッパー社、三菱マテリアルチリ社

－ 1 －
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

  a)子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法（持分法を適用しているものを除く）

  b)その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

②棚卸資産

　評価基準は主として原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は製錬地金資産については主

として先入先出法、その他の棚卸資産については主として総平均法を採用しております。

③デリバティブ取引

　時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

主として定額法

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④使用権資産

　資産の耐用年数またはリース期間のうちいずれか短い期間に基づき、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、主として将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担とすべき額

を計上しております。

③棚卸資産処分損失引当金

　今後発生が見込まれる、棚卸資産の処分に係る損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

④製品補償引当金

　当社グループの製品において、今後発生が見込まれる顧客への補償費用等について、合理的に見積もられる金

額を計上しております。

⑤関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金等債権を超えて当社または連結子

会社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

⑥環境対策引当金

　当社グループが管理する休廃止鉱山等において、鉱山保安法技術指針改正に伴う大規模集積場の安定化対策及

び危害防止対策、並びに近年の自然環境変化に対応するための水処理能力増強を主とする未処理水放流防止等の
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抜本的な鉱害防止対策を実施するための工事費用の見込額を計上しております。また、廃棄物処理に係る損失に

備えるため、支払見込額を計上しております。

⑦役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は、役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末退職慰労金

要支給額を計上しております。

⑧株式給付引当金

　株式交付規程に基づく執行役への当社株式の給付等に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の

見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①製品の販売

　当社グループでは、銅・金・銀・鉛・錫・パラジウム等の製錬・販売、環境リサイクル関連、銅加工品・電子

材料・超硬製品等の製造・販売、再生可能エネルギー関連の事業等を行っております。これらの取引について

は、主に顧客に製品を引き渡した時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し

ており、当該製品の引き渡し時点で収益を認識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　なお、当社グループが代理人として関与したと判定される取引については純額で表示しております。

②工事契約及び役務の提供

　当社グループでは、エネルギー関連、エンジニアリング関連などの事業における工事契約による収益及び役務

の提供については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき

収益を認識しております。進捗度の測定については、主に発生した原価を基礎としたインプットに基づき、履行

義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができると判断し、各報告期間の期末日までに発生した原価が、

見積総原価に占める割合に基づいて行っております。

　なお、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する

費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

　また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約に

ついては、一定の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

（ヘッジ会計の方法）

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。
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（ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針）

　外貨建取引の為替レート変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨スワップ取引を実施しておりま

す。

　非鉄金属棚卸資産の商品価格変動リスクを回避する目的で、商品先渡取引を実施しているほか、将来販売先に

引き渡される非鉄金属商品の価格を先物価格で契約した時に生じる商品価格変動リスクを回避する目的で商品先

渡取引を実施しております。

（ヘッジ有効性評価の方法）

　原則的に、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ対象物の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較して、有効性の評

価を行っております。

　更に、非鉄金属先渡取引に関しては、毎月、ヘッジ対象物とヘッジ取引の取引量が一致するように管理し、期

末決算時においては予定していた損益、キャッシュ・フローが確保されたか否かを検証し、有効性を確認してお

ります。

②のれんの償却方法及び償却期間

　個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しております。なお、金額的に重要性がない場合

には、発生時に全額償却しております。

③退職給付に係る資産及び負債の計上基準

　退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

　なお、過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④グループ通算制度の適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。法人税及び地方法人税並びに税効

果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従っております。
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報告セグメント

その他の事業 合計
金属事業

高機能製品
加工事業

再生可能
エネルギー

事業
銅加工
事業

電子材料
事業

外部顧客への

売上高
815,087 406,198 66,369 472,567 135,732 4,644 112,610 1,540,642

日本 米国 欧州

アジア

その他 合計
香港 その他

外部顧客への

売上高
729,077 81,343 73,246 168,178 470,412 18,383 1,540,642

［収益認識に関する注記］

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(1) 報告セグメント及び事業別の内訳

（単位：百万円）

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

　　　２．当連結会計年度の連結損益計算書に計上している売上高1,540,642百万円は、主に「顧客との契約から生

　　　　　じた収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。

(2) 地域市場別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高を控除した後の金額を表示しております。

　　　　２．当連結会計年度の連結損益計算書に計上している売上高1,540,642百万円は、主に「顧客との契約から生

　　　　　　じた収益」であり、それ以外の源泉から生じた収益の額に重要性はありません。

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　「［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記］　４．会計方針に関する事項　(4）重要

な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。
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当連結会計年度期首残高

（2023年４月１日）

当連結会計年度期末残高

（2024年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 188,498 206,795

契約資産 2,970 7,818

契約負債 17,613 19,839

当連結会計年度

（2024年３月31日）

１年以内 430

１年超 2,960

合計 3,391

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　（単位：百万円）

（注）１．契約資産は、工事契約による役務提供において、進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求の対

          価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、請負工事が完了し、対価に対する

          当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

      ２．契約資産は連結貸借対照表上、流動資産の「その他」に含まれております。

      ３．契約負債は、請負工事及び製品の引渡前の顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

      ４．契約負債は、連結貸借対照表上、流動負債の「その他」及び固定負債の「その他」に含まれております。

      ５．当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額に重要性はあり

          ません。

      ６．当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありませ

          ん。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引価格の

総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　（単位：百万円）

［表示方法の変更に関する注記］

（連結損益計算書関係）

　為替差益の表示方法は、従来、連結損益計算書上、「営業外収益」の「その他営業外収益」に含めて表示しておりま

したが、重要性が増したため、当連結会計年度より、「営業外収益」に「為替差益」として表示しております。
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［会計上の見積りに関する注記］

（ルバタ社で計上されているのれんの減損損失の認識の要否）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　連結計算書類において、ルバタ・ポリ社を中核とするルバタ Special Products事業（以下、「ルバタグループ」と

いう。）の持分の取得の際に生じたのれんを6,761百万円計上しております。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　ルバタ社は国際財務報告基準を適用しており、のれんを含む資金生成単位グループについては、減損の兆候の有無に

かかわらず、毎期減損テストが実施され、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額が回収可能価額まで減

額され、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。回収可能価額は使用価値と処分コスト控除後の公正価値の

いずれか高い方として算定されます。

　ルバタ社はのれんの減損テストにおける回収可能価額として使用価値を用いております。当該使用価値の測定に用い

る将来キャッシュ・フローは、経営者により承認されたルバタグループの中期経営計画を基礎として見積もられます。

ルバタグループの中期経営計画には、ルバタグループの製品が対象とする自動車及び医療向けMRI等の市場の今後の成

長率、電気自動車向けを含む拡販施策によるマーケットシェアの拡大見込み、顧客との商談の状況を踏まえた製品の販

売量及び販売価格等の主要な仮定が用いられております。ルバタグループの業績は、半導体市況の低迷や、物流費、人

件費及びエネルギーコストの高騰等の影響で将来の見通しの不確実性が高まっております。そのため、これらに係る経

営者による判断が将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼします。

　また、ルバタグループ各社が所在する国の政策金利が高い水準で推移している状況にあり、使用価値の測定に用いる

割引率の見積りにおいては、計算手法及びインプットデータの選択にあたり、評価に関する高度な専門知識を必要とし

ます。

　減損テストの結果、ルバタグループの取得から生じたのれんを含む資金生成単位グループの使用価値が帳簿価額を上

回ったため、減損損失の認識は不要と判断しておりますが、経済情勢等の著しい変動により、見積りの前提とした条件

や仮定に変更が生じた場合には、減損損失が発生する可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　連結計算書類において、繰延税金資産を27,361百万円計上しております。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、将来減算一時差異等のうち将来にわたって税金負担額を軽減することが認められる範囲内で、繰延

税金資産を認識しております。

　将来の課税所得の発生額の見積りは、経営者が作成した予算及び中期経営戦略を基礎として行われます。当該見積り

は、特に当社における自動車業界や半導体業界等の需要増加に伴う高機能製品及び加工事業における販売数量の増加

や、将来の非鉄金属価格の予測に関する仮定に左右されることから不確実性を伴い、これに関する経営者の判断が繰延

税金資産の計上額に重要な影響を及ぼします。

　見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ、将来課税所得の見積り額が変動した場合には、繰延税金資産の計上額

に重要な影響を与える可能性があります。
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現金及び預金 11百万円

有形固定資産 3,337

投資有価証券 6,859

（担保に係る債務の金額）

短期借入金 70百万円

長期借入金 820

（うち１年以内返済予定 520）

安比地熱㈱ 1,683百万円

湯沢地熱㈱ 1,209

従業員 1,144

その他（１社） 302

計 4,339

受取手形割引高 788百万円

受取手形裏書譲渡高 2

債権流動化による遡及義務 1,133

［連結貸借対照表に関する注記］

１．担保に供している資産

２．有形固定資産の減価償却累計額　　815,577百万円

３．保証債務

　連結会社以外の会社及び従業員の銀行からの借入等に対し、債務保証を行っております。

４．偶発債務

（インドネシア国税務に関する件）

　当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下、「ＰＴＳ社」という。）は、インドネシ

ア国税当局より、同社の2012年12月期、2017年12月期及び2019年12月期の３期を対象として更正通知を受けておりま

す。

　インドネシア国税当局は、従前よりＰＴＳ社の一部のエージェントフィー等を一方的に否認しており、当社及びＰＴ

Ｓ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社はインドネシア国税当局に対する異議申立、

税務裁判等を通じて当社及びＰＴＳ社の正当性を主張しております。

　当連結会計年度末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、総額27百万米ドル（当連結会計年度末日レー

トでの円換算額4,180百万円）であります。

　なお、異議申立や税務裁判の結果により、一部、課徴金が課される場合があります。

５．遡及義務

－ 8 －
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再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△8,370百万円

６．土地の再評価

　当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出する方法としましたが、一部については第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価

額による方法を採用しております。

７．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、主として手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が当連結会計年度末日残高に含まれており

ます。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　　1,885百万円

　支払手形　　　　　　　　　　　　　　2,374
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１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 131,489,535株

２．当連結会計年度の末日における自己株式の数 普通株式 859,157株

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

202 3年５月12日
取 締 役 会

普 通 株 式 3,271 25.0 2023年３月31日 2023年６月９日

202 3年11月９日
取 締 役 会

普 通 株 式 6,150 47.0 2023年９月30日 2023年12月８日

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

202 4年５月14日
取 締 役 会

普 通 株 式 6,149 利益剰余金 47.0 2024年３月31日 2024年６月12日

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］

（注）普通株式の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式が220,177株含まれております。

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）１．2023年５月12日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する

配当金５百万円が含まれております。

　　　２．2023年11月９日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する

配当金10百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2024年５月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する配当

金10百万円が含まれております。
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［金融商品に関する注記］

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を社債発行や銀行借入により調達し

ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入及びコマーシ

ャル・ペーパーの発行により調達しております。

　　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　　営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展開

していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物

為替予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する

株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原料等の輸入

に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘ

ッジしております。短期借入金、コマーシャル・ペーパーは営業取引に係る資金調達であります。社債、長期借

入金は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は、最長のもので2037年であります。

このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

　　デリバティブ取引は、外貨建取引の為替レート変動リスクの回避を目的とした為替予約取引・通貨スワップ取

引、非鉄金属の商品価格変動リスクの回避を目的とした商品先渡取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘ

ッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価等については、前述の[連結計算書類の作成のための

基本となる重要な事項に関する注記]に記載されている「４.　会計方針に関する事項　(5) ①重要なヘッジ会計

の方法」をご覧下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規定に従って、営業債権について、各カンパニー等における営業担当部署が主要な取引先

との状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても当社グループの経理規程に基づ

き、当社の与信管理規定に準じて同様の管理を行っております。

　デリバティブの利用にあたっては、相手方の契約不履行によるリスクを軽減するために、信用度の高い国内

外の銀行、証券会社並びに商社とのみ取引を行っております。
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②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リス

クに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、発行体との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引につきましては、当社の全社規定として「業務基本規定」及びその付属規定として「デリ

バティブ取引運用基準」をそれぞれ定めるとともに、個別規定として各カンパニー等の業務内容に応じた「業

務規定」と「デリバティブ取引運用基準」を制定しております。その運用基準に定められた取引権限、取引限

度額に則り、為替予約取引は、財務室並びに各部署にて、商品先渡取引は各部署にて取引の実行、管理を行っ

ております。

　デリバティブ取引を利用している連結子会社においても、当社の事前承認を得て運用基準を定め、その範囲

内でデリバティブ取引を利用しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　　当社グループでは、各社が適時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により、流動性リスクを管理して

おります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 投資有価証券

　  その他有価証券 20,425 20,425 －

資産計 20,425 20,425 －

(1) 社債 80,000 78,699 △1,301

(2) 長期借入金 315,391 313,028 △2,363

負債計 395,391 391,727 △3,664

デリバティブ取引(*)

　ヘッジ会計が適用されていないもの 27,361 27,361 －

　ヘッジ会計が適用されているもの 1,048 1,048 －

デリバティブ取引計 28,410 28,410 －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

関係会社株式（非上場株式） 259,597

その他有価証券（非上場株式） 6,692

２．金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）を参照下さい。）。

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金、１年内償還予

定の社債及びコマーシャル・ペーパーは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

 (*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、( )で示しております。

 (注)市場価格のない株式等

　これらについては、「(1) 投資有価証券」には含めておりません。
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区分
時価

　レベル1 　レベル2 　レベル3 　合計

(1)投資有価証券

　その他有価証券 20,425 － － 20,425

資産計 20,425 － － 20,425

デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの 27,699 △338 － 27,361

②ヘッジ会計が適用されているもの － 1,048 － 1,048

デリバティブ取引計 27,699 710 － 28,410

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）
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区分
時価

　レベル1 　レベル2 　レベル3 　合計

(1) 社債 － 78,699 － 78,699

(2) 長期借入金 － 313,028 － 313,028

負債計 － 391,727 － 391,727

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　　上場株式及び国債の時価は、期末日の市場価格によって算定しており、活発な市場における同一の資産の市場価格

で算定しているため、レベル1の時価に分類しております。

社債

　　社債の時価は市場データに基づいているため、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金

　　変動金利の長期借入金は、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿価額によっております。

　　固定金利の長期借入金は、市場データに基づいて元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて時価を算定しており、レベル2の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　　デリバティブ資産及びデリバティブ負債の時価は、国際商品相場、金利や為替レート等の観察可能なインプットに

基づき算定しており、レベル2の時価に分類しております。

　　なお、貴金属に係るデリバティブの時価は、期末日の市場価格によって算定しており、活発な市場における同一の

資産の市場価格で算定しているため、レベル1の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円）

38,804 46,466

１株当たりの純資産額 5,003円75銭

１株当たりの当期純利益 228円07銭

［賃貸等不動産に関する注記］

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を有しております。

　なお、上記の一部については、当社及び一部の連結子会社が使用しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

 (注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

 (注２)当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく

金額、その他の物件については重要性が乏しいことから、公示価格や固定資産税評価額等の適切に市場価格を

反映していると考えられる指標に基づく価格で算定したものであります。ただし、第三者からの取得時点や直

近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じてい

ない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

［１株当たり情報に関する注記］

　なお、以上の算定にあたっては、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、控除する自己株式に含めております。そ

の連結会計年度末株式数は220千株、連結会計年度期中平均株式数は223千株であります。
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［追加情報］

（株式報酬制度）

１．取引の概要

　当社は、執行役（国内非居住者を除く。）を対象とした株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しており

ます。

　本制度では、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「BIP信託」という。）と称される仕組みを採用し

ております。本制度は、執行役の役位により当社株式及び当社株式の換価処分金額相当額の金銭を執行役に交付及び給

付する制度であります。

２．BIP信託に残存する当社株式

　BIP信託に残存する当社株式を、BIP信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末546百万円、220千株であります。

－ 17 －



2024/05/21 14:43:22 / 23071943_三菱マテリアル株式会社_招集通知

個別注記表

個別注記表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は製錬地金資産については先入先出

法、その他の棚卸資産については主として総平均法を採用しております。

(3) デリバティブ取引

　時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

    主として定額法

　なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

　定額法

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。但し、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、年金資産の額が退職給付債務に未認識

数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した額を超える場合は、前払年金費用に計上しております。退

職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

　過去勤務費用については、主として10年による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異につい

ては、主として10年による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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(4) 環境対策引当金

　当社グループが管理する休廃止鉱山等において、鉱山保安法技術指針改正に伴う大規模集積場の安定化対策及

び危害防止対策、並びに近年の自然環境変化に対応するための水処理能力増強を主とする未処理水放流防止等の

抜本的な鉱害防止対策を実施するための工事費用の見込額を計上しております。また、廃棄物処理に係る損失に

備えるため、支払見込額を計上しております。

(5) 株式給付引当金

　株式交付規程に基づく執行役への当社株式の給付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込

額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

(1) 製品の販売

　当社では、銅・金・銀・鉛・錫・パラジウム等の製錬・販売、環境リサイクル関連、銅加工品・電子材料・超

硬製品等の製造・販売、再生可能エネルギー関連の事業等を行っております。これらの取引については、主に顧

客に製品を引き渡した時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、当

該製品の引き渡し時点で収益を認識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　なお、当社が代理人として関与したと判定される取引については純額で表示しております。

(2) 工事契約及び役務の提供

　当社では、エネルギー関連などの事業における工事契約による収益及び役務の提供については、一定の期間に

わたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度

の測定については、主に発生した原価を基礎としたインプットに基づき、履行義務の充足に係る進捗度を合理的

に見積ることができると判断し、各報告期間の期末日までに発生した原価が、見積総原価に占める割合に基づい

て行っております。

　なお、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する

費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

　また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約に

ついては、一定の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。

(2) ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

　外貨建取引の為替レート変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨スワップ取引を実施しておりま

す。

　非鉄金属棚卸資産の商品価格変動リスクを回避する目的で、商品先渡取引を実施しているほか、将来販売先に

引き渡される非鉄金属商品の価格を先物価格で契約した時に生じる商品価格変動リスクを回避する目的で商品先

渡取引を実施しております。
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(3) ヘッジ有効性評価の方法

　原則的に、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ対象物の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較して、有効性の評

価を行っております。

　更に、非鉄金属先渡取引に関しては、毎月、ヘッジ対象物とヘッジ取引の取引量が一致するように管理し、期

末決算時においては予定していた損益、キャッシュ・フローが確保されたか否かを検証し、有効性を確認してお

ります。

［表示方法の変更に関する注記］

（損益計算書関係）

　為替差益の表示方法は、従来、損益計算書上、「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しておりましたが、重要性

が増したため、当事業年度より、「営業外収益」に「為替差益」として表示しております。

［会計上の見積りに関する注記］

（関係会社株式（ルバタ社に対する投資）の評価）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の計算書類に計上されている関係会社株式には、ルバタ社に対する投資が20,276百万円含まれておりま

す。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　非上場の子会社に対する投資等、市場価格のない株式等については、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により

実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、投資について評

価損の認識が必要となります。当社は、ルバタ社に対する投資の評価にあたり、同社及び同社の子会社の事業から得

られる超過収益力を反映した価額で実質価額を算定しております。当該実質価額に含まれる超過収益力には、連結貸

借対照表に計上されているのれんの減損損失の認識の要否における判断と同様の仮定が含まれており、その内容は連

結計算書類「連結注記表[会計上の見積りに関する注記]」に記載しております。

　実質価額を算定した結果、当事業年度においてその実質価額は帳簿価額と比較して著しく低下していないことか

ら、関係会社株式評価損の計上は不要と判断しておりますが、経済情勢等の著しい変動により、見積りの前提とした

条件や仮定に変更が生じた場合には、関係会社株式評価損が計上される可能性があります。
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（繰延税金資産の回収可能性）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の計算書類において、繰延税金資産を11,008百万円計上しております。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、将来減算一時差異等のうち将来にわたって税金負担額を軽減することが認められる範囲内で、繰延税金資

産を認識しております。

　将来の課税所得の発生額の見積りは、経営者が作成した予算及び中期経営戦略を基礎として行われます。当該見積

りは、特に当社における自動車業界や半導体業界等の需要増加に伴う高機能製品や加工事業における販売数量の増加

や、将来の非鉄金属価格の予測に関する仮定に左右されることから不確実性を伴い、これに関する経営者の判断が繰

延税金資産の計上額に重要な影響を及ぼします。

　見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ、将来課税所得の見積り額が変動した場合には、繰延税金資産の計上

額に重要な影響を与える可能性があります。
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  関係会社株式 6,859百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 410,203百万円

ルバタ社 32,206百万円

安比地熱株式会社 1,683

ニューエナジーふじみ野株式会社 1,643

湯沢地熱株式会社 1,209

株式会社後藤製作所 1,200

従業員 1,107

その他（３社） 1,363

計 40,413

債権流動化による遡及義務 621百万円

短期金銭債権 88,349百万円

長期金銭債権 3,069

短期金銭債務 58,254

長期金銭債務 74

再評価を行った年月日 　　　　　　　2002年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

               △8,370百万円

［貸借対照表に関する注記］

１．担保に供している資産

３．当事業年度に実施した直接減額方式による圧縮記帳額は19百万円であります。

４．保証債務

 下記の会社及び従業員の銀行からの借入等に対し、債務保証を行っております。

５．遡及義務

６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

７．土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。

　再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評

価額に合理的な調整を行って算出する方法としましたが、一部については第５号に定める不動産鑑定士による鑑定

評価額による方法を採用しております。
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売上高 171,370百万円

仕入高 166,547

営業取引以外の取引高 69,473

売上原価 △2,980百万円

［損益計算書に関する注記］

１．関係会社との取引高

２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

［株主資本等変動計算書に関する注記］

当事業年度末における自己株式の数　　　普通株式　859,157株

（注）普通株式の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式が220,177株含まれております。
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（繰延税金資産）

関係会社株式等評価損 9,879百万

退職給付信託資産 7,478

固定資産減損損失 7,173

会社分割時有価証券評価差額 4,107

環境対策引当金 3,712

建物評価減 3,488

退職給付引当金 3,267

棚卸資産評価損 2,224

賞与引当金 1,674

投資有価証券評価損 1,534

繰延ヘッジ損益 429

貸倒引当金 308

税務上の繰越欠損金 33,435

その他 8,508

繰延税金資産小計 87,221

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △30,501

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △33,810

評価性引当額小計 △64,312

繰延税金資産合計 22,908

（繰延税金負債）

合併受入時土地評価差額 △4,513

その他有価証券評価差額金 △1,802

退職給付信託益 △1,707

繰延ヘッジ損益 △762

その他 △3,113

繰延税金負債合計 △11,900

繰延税金資産（負債△）の純額 11,008

（繰延税金資産）

再評価に係る繰延税金資産 3,294百万円

評価性引当額 △3,294

再評価に係る繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）

再評価に係る繰延税金負債 7,457

再評価に係る繰延税金負債の純額 7,457

［税効果会計に関する注記］

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
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法定実効税率   30.6％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △63.9

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0

税効果を認識できない一時差異等 △18.7

国外からの配当等に係る源泉税 11.4

税額控除 △19.3

住民税均等割等 0.7

外国子会社合算税制 36.9

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担税率 △18.4

種類

会 社 等 の

名 称

又 は 氏 名

所 在 地
資 本 金 又

は 出 資 金

事業の内容

又 は 職 業

議 決 権 等

の 所 有

(被所有 )

割 合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

子会社 ルバタ社
フ ィ ン ラ

ンドポリ

千ユーロ

160,000

銅加工品事

業

所有直接

100%

借入金の保証

役員の兼任

債務保証

(注1)
32,206 － －

関連会社
マントベル

デ社

チ リ サ ン

ティアゴ

千米ドル

518,460
鉱山業

所有直接

30%
資金の援助

資金の貸付

(注2)
17,892

短期貸

付金
736

長期貸

付金
31,195

受取利息

(注3)
1,889

流動資

産その

他

1,454

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効

果会計の会計処理並びに開示を行っております。

［関連当事者との取引に関する注記］

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
 (注1) 銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、一般的な保証料を勘案した債務保証料を受領しております。
 (注2) 資金の貸付については、取引の発生総額を記載しております。
 (注3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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１株当たりの純資産額 3,009円81銭
１株当たりの当期純利益 116円07銭

［１株当たり情報に関する注記］

　なお、以上の算定にあたっては、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、控除する自己株式に含めております。そ

の当事業年度末株式数は220千株、当事業年度期中平均株式数は223千株であります。

［収益認識に関する注記］

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　連結計算書類「連結注記表［収益認識に関する注記］」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。

［追加情報］

（株式報酬制度）

　連結計算書類「連結注記表［追加情報］」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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